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耐震診断判定申込要領

Ⅰ.判定申込手続き

Ⅰ.申込方法

耐震診断判定の申込用紙（様式-1）及び耐震診断概要表により一般社団法人和歌山県建築士

事務所協会へ直接申込んでください。

2.判定に必要な資料

判定及び事前審査に用いる資料は、耐震診断判定等説明資料（以下「説明資料」という。）

に同説明資料の要約版（以下「要約版」という。）の 2種類です。次の要領でそれぞれ作成し

てください。

1)説明資料（成果品）

説明資料はＡ４版で作成し、各資料に頁を付けてください。

この資料は件名ごとにファイル等に綴じ、表紙及び背表紙に（例）[学校名」「建物（棟）名

称」及び「学校設置者（市町村等）名」を明記してください。

2）要約版

要約版は、説明資料の要約・抜粋とし、体裁・構成は別紙-1 により作成してください。

3）チェックリスト

チェックリストは、別紙-2（ＲＣ造用、Ｓ造用）により作成してください。

３.耐震診断判定の単位

例えば、ＲＣ造校舎の判定単位は構造的に一体となっている建物を 1棟（又は 1件）として

扱います。

◆注：構造的に分離された建物（例えば、Ｅｘｐジョイントで分離された建物、など）はそれ

ぞれ作成し、提出してください。

４.申込みの受付

申込みは様式-１及び様式-2 によりお申込みいただき、別紙-3 による判定手数料が当協会

指定口座へ振り込まれたことを当協会が確認した時点で、受理したこととします。

Ⅱ.判定委員会による審査

１.審査

「耐震診断判定委員会」に提出された説明資料により審査を行い、耐震診断等の内容及び結

果を判定します。

２.ヒアリング

判定に先立ち、原則として診断実施者からヒアリングを行い、その時に担当の委員が決まり

ます。

３.説明資料の提出

1）準備委員会用・・・成果品と要約版１部を事務局に提出して下さい。準備委員会で、書式や

内容の概略を審査し、指摘事項がある場合、速やかに連絡いたしますので、

その後に本委員会用の説明資料を作成してください。

2）本委員会用・・・1）で作成された資料で、成果品１部、要約版７部（万一委員の欠                
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席等で冊数が減る場合は前もって連絡いたします。）を当日までに提出し

てください。

Ⅲ.所要期間

判定業務に要する期間はヒアリング後概ね２ヶ月の予定ですが、時期により処理件数に変

動があります。ご了承ください。

Ⅳ.経費

本判定に要する費用は、別紙-3のとおりで、ヒアリング及び判定作業が標準の場合です。

対象物件により判定委員会の回数が増える場合、なお引続き審査を希望される場合は、受託

事務所で１回につき 150，000 円の判定手数料の負担をお願いすることになります。

ただし、判定委員会の都合により、次回の委員会で審査される場合は、この限りではありま

せん。

Ⅴ.判定書の交付

判定審査を受け、委員会の承認を得たものについては当協会から「判定書」を交付します。

◆注：提出していただくもの。

① 耐震判定書（案）と報告書・図面等の入ったＣＤ

② 建物耐震診断等概要表

③ 位置図（地形図上に位置をプロットすること）

④ 配置図（学校建物は、施設台帳）

⑤ 各階平面図（補強箇所を明記すること）

⑥ 補強後の軸組み図（補強箇所を明記すること）

⑦ 補強詳細図

⑧ その他必要な図面

（注）議事録は、要約版に添付してください。

Ⅵ.耐震診断判定委員会の構成（委員：五十音順、敬称略）

委 員 長 鈴木 計夫  大阪大学名誉教授

委 員 多賀 謙蔵  神戸大学教授

委 員 勝丸 文彦  耐震企画設計 代表

委 員 木田  隆  (一財)大阪建築防災センタ-建築確認検査機構枚方支所 参事

委 員 岡田 充弘  日比谷総合設備 （株） 大阪支店副支店長

協会委員   日下 仁志  (有)日下建築設計事務所 代表取締役

協会委員   上田 健一  上田一級建築設計事務所 代表

協会委員   栗本 敦司  栗本建築設計事務所 代表

Ⅶ.事務局・申込先

  (一社）和歌山県建築士事務所協会

  〒640-8045 和歌山市卜半町 38番地  建築士会館 3Ｆ

    ＴＥＬ 073-432-6539  ＦＡＸ 073-432-6559



別紙－1

添付書類・項目及び要点を簡単にまとめましたので、参考にし (一社）和歌山県建築士事務所協会

建築物診断の必要に応じて追加検討をお願いします。 　耐震診断判定委員会
（その1）

＜ＲＣ造＞
耐震判定のためのチェックリスト

申込書の写し

建物概要表

　　診断実施者・受講番号

報告書（抜粋）

　目　次

§1 総括・まとめ §3 耐震診断基準による耐震診断

1・1 耐震性能調査の目的 3・1 診断の方針及び診断結果の考察・診断結果表

1・2 建物の概要 3・2 準備計算

　名称・所在地・施工年度・構造種別・階数・延床面積・スパン数 3・2･1 固定荷重・積載荷重

　構造形式・基礎形式・設計図書の有無・構造部材強度・その他 3・2･2 地震力・柱軸力・偏心率・剛性率の算出

　建物現況説明も含む 軸力表（ＮＬ、ＮＥ）

・附近見取図・配置図・ボーリング位置図・柱状図 Ｆｅｓの結果表 偏心率が0.15を超える

　方位（地図上北）・地形・地域・建物位置がわかる地図 3・2･3 形状指標（ＳＤ）の算出

　柱状図に基礎・杭深さ記入 項目の分類及びＧ、Ｒ一覧表

　建物周辺の地盤状況がわかるもの 1・2次算出結果の数値明記

　（敷地・建物の状況がわかる写真） 3・2･4 経年指標（Ｔ）の算出

　建物周辺地盤の高低差調査コメント １次調査による算定表及び２次調査の減点数集計表

・平面図・立面図・断面図・伏図・軸組図・リスト 1・2次算出結果の数値明記

　平面図にＸ.Ｙ方向記入 3・2･5 Ｃ－Ｆ関係図

　建物の方向を意匠図、構造図とも合わせできるだけＡー4サイズに 表内各ポイントに数値記入

1・3 現地調査結果の概要 3・2･6 鉛直部材の諸元

・コンクリ－トの圧縮強度（調査結果ペ－ジ） 耐震要素を軸組図に記入（凡例・破壊形式明記）

　全体より極端に低い箇所があれば取扱コメント必要 第２種構造要素の部材がある場合は図面に明記

・コンクリ－ト中性化深さ測定（調査結果ペ－ジ） 3・2･7 残存軸耐力の検討

　仕上げ面・躯体面との比較状況コメント 残存軸耐力の有無

　かぶり厚さとの関係コメント ある場合は残存軸耐力の検討

・鉄筋のかぶり厚さ及び鉄筋腐食度調査結果（調査結果ペ－ジ） 3・2･8 水平耐力指標（ｑ）の算出

　かぶり厚さと鉄筋腐食の関係コメント 3・2･9 地震動との共振性及び液状化について

・帯筋端部９０度フック状況（調査結果ペ－ジ） 建物の固有周期、地震周期を求め考察する。

　片方端部が135度であっても90度として評価する。 液状化についてはボ－リング資料が存在し明らかに

　90度フックが１ヵ所存在すれば建物全体評価は90度とする。 大地震時に液状化しそうな層と思われる場合は地質

　診断に採用する帯筋ピッチは設計ピッチの２倍とする。 を加味した検討が必要

・ひび割れ調査（調査結果ページ） 3・2･10 その他の検討（該当する場合）

　ひび割れ巾が、仕上げ面の状況か躯体面の状況か 基礎浮き上がり・下階壁抜け柱・エキスパンションジョイント

　大きなひび割れがあればコメント必要 第2種構造要素の改善・劣化・その他対策など

・建物の傾斜及び床面のレベル測定（調査結果ページ）

1・4 調査・診断の内容及び方針 ※補強が無い場合はここまで

　使用プログラム・Ｖｅｒ・診断に際して行ったモデル化

　診断ソフトの評価書は成果品に添付

1・5 診断結果の概要 〔Ｒ1　屋内運動場等〕

　診断結果の考察及び結果表 §2 現地調査（鉄骨部分追加）

　　　鉄骨部の現場調査　図面と現場との照合

§2 現地調査 部材・仕口部・継ぎ手部・柱脚部などを調査し図面化し

2・1 調査概要 各部位ごとに考察する

2・2 調査方法 特に仕口溶接部が目視で判断できない場合はＵＴによる

2・3 調査結果 検査も必要

2・3･1 調査位置図（凡例） §3 耐震診断基準による耐震診断

2・3･2 コンクリ－ト・コアの圧縮試験結果表 3・1 診断の方針の中に屋根面の取り扱いの考察も追加

標準偏差を考慮した値　公的機関の結果資料も添付 　　　鉄骨屋根面の水平剛性

2・3･3 コンクリ－ト中性化深さ測定結果表 屋根面の水平剛性の有無によりゾ－ニングによる解析も必要

仕上げモルタル厚と中性化深さの関係 水平ブレース・柱脚の検討

2・3･4 鉄筋かぶり厚さ及び腐食度調査結果表

帯筋端部フック形状も必要

2・3･5 ひび割れ調査・建物の傾斜及び床面のレベル測定

ひび割れ図面の中でひび割れ巾の表示（凡例表示）

判定委員会提出要約版用項目及び要点（参考）
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(一社）和歌山県建築士事務所協会

　耐震診断判定委員会
（その２）

§4 耐震診断結果による補強提案 　※　Ｓ造の場合は、ＲＣ造の項目及び要点に準じ、Ｓ造の

4・1 補強提案の考察 　　チェックリストに従ってください。

　補強の目標値・補強工法の選定を考慮し補強計画を考察する。

4・2 補強結果表

4・3 補強位置図及び補強図

　平面図・立面図又は軸組図に補強の位置がわかるように、

　仕様書・基準図だけでなく実際の補強詳細図（仕上げ面）も

　入れ図面化する。

　スリットの場合は完全スリット巾は50ｍｍ以上とする。

4・4 準備計算

4・4･1 固定加重・積載荷重　（荷重低減をした場合）

4・4･2 地震力・柱軸力・偏心率・剛性率の算出

軸力表（ＮＬ・ＮＥ）

Ｆｅｓの結果表　　偏心率が0.15を超える場合は偏心率

の改善

4・4･3 Ｃ－Ｆ関係図

表内各ポイントに数値記入

4・4･4 鉛直部材の諸元

耐震要素を軸組図に記入　（凡例・破壊形式明記）

第2種構造要素の部材がある場合は図面に明記

4・4･5 残存軸耐力の検討

残存軸耐力の有無

ある場合は残存軸耐力の検討

4・4･6 水平耐力指標（ｑ）の算出（補強後）

4・4･7 地震動との共振性及び液状化について

建物の固有周期、地盤周期を求め考察する

液状化についてはボ－リング資料が存在し明らかに大地

震時に液状しそうな層と思われる場合は地質を加味した

検討が必要

4・4･8 その他の検討（該当する場合）

基礎浮上がり・下階壁抜け柱・エキスパンジョイント

第２種構造要素・劣化・その他対策など

§5 電算アウトプット

5・1 準備計算入力デ－タ－・準備計算結果デ－タ－

5・2 『耐震診断』現状の耐震診断デ－タ－

5・3 『耐震診断』補強計画デ－タ－

5・4 その他必要なデ－タ－（該当する場合）
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耐震判定のためのチェックリスト
（ Ｒ Ｃ 造 ）

構造担当・ＴＥＬ・ＦＡＸ

（２００５．３．２５　作成）

受 付 番 号 名 称 年 月 日 ・ＴＥＬ・ＦＡＸ申込者

節 チェック 備　　考

０

項　　目 ペ－ジ
要約版

理由：

１． □ 再チェック （委員会用）有 無□□補 強 計 画 の 有 無

２．特 殊 構 造 免震・制振構造等有□ 無□

目 次

学校建物概要表（様式－２）

有□

有□

申 込 書 の 写 し 有□３．

４．

５．

【 一 般 事 項 】

一
般
事
項

１． 有□

１

建 物 の 概 要

【 総 括 ・ ま と め 】

建 物 の 現 況 説 明 有□

有□

建物・敷地状況写真

無□

□ 有２．

総
括
・
ま
と
め

Ｌ字型平面

有□要約版ペ－ジ

有□Ｃ指標の数値

有□受付番号

建 設 地 の 地 盤 調 査 敷地内 敷地外 その他□ □ □３．

□□

□□ リスト

□

□

平 面

伏 図 軸 組

立 面 断 面

有平面
Ｘ

Ｙ
□

有
Ｎ

□附近見取

有□県下地図

地 質 柱 状 図 基礎断面図４． 有□

□ 配 置□附近見取

□ボ－リング調査

現 況 図５． 位 置 図

意 匠 図

構 造 図

鉄 骨 図 面 □ 該当なし 有□

有□

有□

有□

有□

５．１　

５．２　

５．３　

５．４　

ＲＣ（１／４）

有

コ ン ク リ － ト の 圧 縮 強 度

コ ン ク リ － ト の 中 性 化 □

有鉄 筋 の 腐 食 ・ 被 り 厚 □

帯 筋 端 部 ９ ０ ° フ ッ ク の 有 無 有□ 無□

有ひ び 割 れ

レ ベ ル 調 査 ・ 柱 の 傾 斜

Ｅ ｘ ｐ ． Ｊ の 間 隔

□

□

□周 辺 地 盤 の 高 低 差 調 査

（　　　　）

有躯 体 調 査 □ 無□

間隔の最小値

フックの調査数

（　　　　）

有

有

現 地 調 査 結 果 の 概 要

有□

経過年推定値 （　　　）ｍｍ

有□６．

７．

８．

９．

１０．

１１．

１２．

１３．

１４．

参 照 頁 有□

□ 該当なし 有□
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補 強 計 画 図

□ 参 照 頁 有□診 断 結 果 の 概 要 有１６．

１７． □詳細図□立 面

□立 面□平 面補 強 位 置 マ － カ － 表 示１８．

□ 該当なし 有□

□ 該当なし 有□

□平 面

□仕様書

１

総
括
・
ま
と
め

□ 有診 断 の 方 針１５． 参 照 頁 有□

有□
Ｘ

Ｙ
平面

該 当 な し□【 Ｒ １ 屋 内 運 動 場 等 】

鉄 骨 部 の 現 地 調 査７．

（スラスト処理）ＲＣ

Ｓ

□部 材

８．

□溶 接

有□

屋 根 鉄 骨 部 の 構 造 □

□

有□

設 計 図 と 異 な る 鉄 骨 部 分９． □ 該当なし 有□

現
地
調
査
結
果

２ 【 現 地 調 査 結 果 】

１．

２．

４．

有□

有□調 査 位 置 図

コンクリ－トの圧縮試験結果表

有□コンクリ－トの中性化試験結果表

有□ひ び 割 れ 調 査 結 果 表

レベル・柱の傾斜調査結果表

ｍｍ（　　　）躯体最大値

診断強度 Ｎ／ｍｍ（　　　　） ２

Ｎ／ｍｍ（　　　　） ２

（　　　　）ｍｍ

最小強度

平均深さ

最大変位角 １／

１／（　　　　　）

（　　　　　）Ｘ

Ｙ

有□鉄筋の腐食・被り厚調査結果表 （　　　）

ｍｍ（　　　）

ｍｍ（　　　）平均被り厚

３．

５．

６． 有□

鋼管円筒ＳＨＥＬＬ

その他

（　　　　　　　　）

（　　　　　　　）

表面最大値

部 位

腐 食 度

□水平ブレ－ス

□ □柱 脚 継 手

ＲＣ（２／４）

【 耐 震 診 断 】

２．

３．

４．

１． 有 □□耐
震
診
断

診 断 結 果 の 考 察

有□

３

診 断 結 果 表

診 断 結 果 の 概 要

有□軸 力 表 （ Ｎ 　 、 Ｎ 　 ）Ｌ

有□地 震 力 ・ 偏 心 率 ・ 剛 性 率

Ｅ

Ｒ （　　　　）

（　　　　）

ｅ Ｘ

Ｙ

の最大値

有□形 状 指 標 ・ 経 年 指 標

Ｔ値 （　　　　）

ＤＳ

（　　　　）

（　　　　）の最小値 Ｘ

Ｙ

５．
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耐
震
診
断

３ ６．

水 平 耐 力 指 標 （ ｑ ） の 検 討 有□

第 ２ 種 構 造 要 素 の 検 討 有□

有

有

Ｃ － Ｆ グ ラ フ

耐 震 要 素 図 （ 軸 組 ）

□

□ 有□壁 ・ 開 口 部

Ｃ指標の数値 有□

（　　　　）ｑの最小値 Ｘ

７．

８．

９．

□ 有Ｑ　の伝達確認（伏図）Ｂ

（　　　　）Ｙ

ｒＮ　＋Ｑ　＜Ｎの数

（　　　）

（　　　）Ｂ

Ｙ

Ｘ

軸 力 表 （ Ｎ 　 、 Ｎ 　 ）Ｌ

地 震 力 ・ 偏 心 率 ・ 剛 性 率

Ｅ 有□

有□

□ 該当なし 有□荷 重 軽 減 有□

形 状 指 標 ・ 経 年 指 標 有□７．

６．

５．

４．

有□

有□

有□

【 補 強 計 画 】

２．

３．

１．補 強 計 画 の 方 針補
強
計
画

４ 該 当 な し□

補 強 診 断 結 果 の 考 察

補 強 診 断 結 果 表

□ 診 断 結 果 の 概 要

□ 診 断 の 方 針

Ｃ － Ｆ グ ラ フ

耐 震 要 素 図 （ 軸 組 ）

水 平 耐 力 指 標 （ ｑ ） の 検 討

有

有

□

□ 有□壁 ・ 開 口 部

有□

有□Ｃ指標の数値

（　　　　）Ｔ値

第 ２ 種 構 造 要 素 の 検 討 有□１１．

１０．

９．

８．

ＤＳ

（　　　　）

（　　　　）の最小値 Ｘ

Ｙ

Ｒ （　　　　）

（　　　　）

ｅ Ｘ

Ｙ

の最大値

（　　　　）ｑ

（　　　　）

の最小値 Ｘ

Ｙ

□ 有Ｑ　の伝達確認（伏図）Ｂ

ｒＮ　＋Ｑ　＜Ｎの数

（　　　）

（　　　）Ｂ

Ｙ

Ｘ

建物重量増減表等

ＲＣ（３／４）

２．

【 そ の 他 の 検 討 】

そ
の
他
の
検
討

５

有正 ・ 負 加 力 の Ｃ Ｐ Ｕ 出 力 □ （ 成 果 品 に 添 付 ）

診 断 ソ フ ト の 評 価 書 （ 成 果 品 に 添 付 ）１．

３． □ 該当なし 有□

４．

Ｌ 字 型 平 面

有□

有□分離計算

（　　　　）診断時Ｒｅ ｍａｘ

ｅ補強後Ｒ ｍａｘ （　　　　）

偏 心 率 が ０ ． １ ５ を 超 え る □ 該当なし 有□
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そ
の
他
の
検
討

５

８．

１０．

１１．

Ｅｘｐ．Ｊの検討 □ 該当なし□ 該当なし 有□

基 礎 浮 上 り の 検 討

ス リ ッ ト に よ る 補 強 □ 該当なし 有□

診 断 時 Ｆ ＝ ０ ． ８ の 柱 □ 該当なし 有□ 極脆性柱の数

壁面外耐力の検討

接触時の検討

有□

有□

有□

９．

□ 該当なし 有□平 面 柱 抜 け の 検 討

□ 該当なし 有□Ｐ Ｃ ａ 屋 根 の 検 討

梁の検討

落下防止の検討

６．

７． 有□

有□

１２．補 強 後 Ｆ ＝ ０ ． ８ の 柱 □ 該当なし 有□ 極脆性柱の数

帯 筋 端 部 ９ ０ ° フ ッ ク の 検 討 有□１３． （　　　　）Ｘ

（　　　　）Ｙ

（　　　　）Ｘ

（　　　　）Ｙ

（　　　　）Ｘ

（　　　　）Ｙ

Ｆｕの最大値

下 階 壁 抜 け 柱 の 検 討 □ 該当なし 有□５． （　　　　）ηの最大値

ブ レ － ス 補 強 の Ｆ 値

以上□

□

□両側柱

ブレ－ス□ 該当なし 有□

Ｃ　　・Ｓ　≧０．３５ＴＵ Ｄ 診断時

（　　　　）補強後

（　　　　）診断時

補強後

以下□

Ｆ＝１．０でＣ　・Ｓ　≧０．４５ＤＴ 以上□ 以下□

１４．

１５．

１６．

有□

有□

建物Ｔの計算

地盤Ｔの計算

有

有液 状 化 に つ い て

不 同 沈 下 に つ い て レベル調査□□

□ 無有□ □地 盤 調 査

有□補足事項（劣化・その他対策について）

有□地 震 動 と の 共 振 性 に つ い て１７．

１８．

１９．

２０．

（　　　　）

１．０

１．０ □

□（　　）

（　　）

（　　　　）

ＲＣ（４／４）

該 当 な し□

Ｓ － Ｒ Ｃ 独 立 柱 接 合 部 の 検 討

ゾ － ニ ン グ に よ る 検 討

有□

耐 震 評 価

屋 根 ブ レ － ス の 検 討

屋 根 面 水 平 剛 性 の 検 討

□ 該当なし 有□

□ 該当なし 有□

Ｓ 造 柱 脚 の 固 定 度

【 Ｒ １ 屋 内 運 動 場 等 】

２１．

２２．

２３．

２４．

２５．

２６． □□ □ピ ン 固 定 バ ネ有□

□その他

□ゾ－ニング □ 全 体

有□

有□

（　　　　　　）



耐震判定のためのチェックリスト
（ Ｓ 造 ）

（２００５．３．２５　作成）

構造担当・ＴＥＬ・ＦＡＸ

受 付 番 号 名 称 年 月 日 ・ＴＥＬ・ＦＡＸ申込者
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０

１．

２．

３．

４．

□ 再チェック （委員会用）

学校建物概要表（様式－２）

申 込 書 の 写 し

特 殊 構 造

５．目 次

設 計 図 書６．

７．

有 無□ □

有□

有□

有□

有 無□ □

有 無□ □

□ Ｓ造屋内運動場

□

□

耐震改修促進法

その他

診 断 基 準 （文部科学省）学校屋体建物等

（防災協会）　学校教室棟等

理由：

免震・制振構造等

【 一 般 事 項 】

一
般
事
項

補 強 計 画 の 有 無

有□要約版ペ－ジ

有□

有□受付番号

ｔｑ　Ｓ　の数値

１． 有□

１

建 物 の 概 要

【 総 括 ・ ま と め 】

建 物 の 現 況 説 明 有□

有□

建物・敷地状況写真

無□

□ 有２．

総
括
・
ま
と
め

Ｌ字型平面

建 設 地 の 地 盤 調 査 敷地内 敷地外 その他□ □ □３．

□□ □平 面 立 面 断 面

有平面
Ｘ

Ｙ
□

有
Ｎ

□附近見取

有□県下地図

地 質 柱 状 図 基礎断面図４． 有□

□ 配 置□附近見取

□ボ－リング調査

現 況 図５． 位 置 図

意 匠 図

構 造 図

有□

有□

有□

有□

５．１　

５．２　

５．３　 □□ リスト□伏 図 軸 組

現 地 調 査 結 果 の 概 要６． 参 照 頁 有□

骨 組 の 架 構 形 式 □ □剛接 筋かい

□ □併用 その他

（　　　　）Ｘ方向架構

Ｙ方向架構

□ □Ｈ 型

□□

その他

□ 型 日 型□Ｈ 型

□その他

有□

有□

有□

大 梁 の 部 材 調 査

柱 の 部 材 調 査

７．

８．

９．

（　　　　　　　）

（　　　　）

（　　　）

Ｓ（１／４）
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１

総
括
・
ま
と
め

１６．

１０． 有レ ベ ル 調 査 ・ 柱 の 傾 斜 □

Ｅ ｘ ｐ ． Ｊ の 間 隔

有□周 辺 の 地 盤 高 低 差 調 査

間隔の最小値 （　　　　）有□□ 該当なし

補 強 計 画 図

□ 参 照 頁 有□診 断 結 果 の 概 要 有

□詳細図

□立 面□平 面補 強 位 置 マ － カ － 表 示

□ 該当なし 有□

□ 該当なし 有□

□仕様書

□ 有診 断 の 方 針 参 照 頁 有□

有□
Ｘ

Ｙ
平面

□立 面□平 面

１１．

１５．

１３．

１４．

１２．

□

確認方法□

すみ肉

完全溶込

□ その他

□目視 □ＵＴ

□その他

大 梁 の 継 手 ボ ル ト 接 合 □ 該当なし 有□

ダ イ ア フ ラ ム 調 査

無有□ □減厚考慮有□部材・接合部の発錆状況調査

□ 該当なし 有□

仕 口 溶 接 部 の 調 査

□実測

□中ボルト□ＨＴＢ

□その他（　　　　　　　）

最大変位角 １／

１／（　　　　　）

（　　　　　）Ｘ

Ｙ

レベル・柱の傾斜調査結果表 有□

【 現 地 調 査 結 果 】

１． 有□調 査 位 置 図

□ 該当なし 有□ （　　　　　　　　）部 位２．設 計 図 と 異 な る 部 分

３．

４．

実 態 調 査 用 紙 □平面・断面詳細図 有有□

軸 組 ・ 部 材 寸 法 の 確 認 有□

現
地
調
査
結
果

２

□□□

□その他

有□柱 脚 タ イ プ 調 査 露 出 根 巻 埋 込

（　　　　　　　）

５．

６．

７．

８．

９．

１０．

Ｓ（２／４）

【 耐 震 診 断 】

耐
震
診
断

３

２．

３．

１． 有 □□診 断 結 果 の 考 察

有□診 断 結 果 表

診 断 結 果 の 概 要

軸 力 表 （ Ｎ 　 、 Ｎ 　 ）Ｌ Ｅ 有□

４．地 震 力 ・ 偏 心 率 ・ 剛 性 率

有□

有□ ｔｑ　Ｓ　，Ｆの数値 有□

□ 該当なし 有□ Ｒ （　　　　）

（　　　　）

ｅ Ｘ

Ｙ

の最大値

Ｑ 　 の 検 討ｕ

　Ｓ　－Ｆグラフｑ ｔ５．

６．
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３

有□　 の 検 討ｑ

骨 組 の 崩 壊 メ カ ニ ズ ム 有□

（　　　　）ｑの最小値 Ｘ

（　　　　）Ｙ

８．

９．

有□ （　　　　）

（　　　　）

Ｘ

Ｙ

Ｉｓ の最小値Ｉ 　 の 検 討Ｓ７．

耐
震
診
断

有□

有□

有□

【 補 強 計 画 】

２．

３．

１．補 強 計 画 の 方 針補
強
計
画

４ 該 当 な し□

補 強 診 断 結 果 の 考 察

補 強 診 断 結 果 表

□ 診 断 結 果 の 概 要

□ 診 断 の 方 針

軸 力 表 （ Ｎ 　 、 Ｎ 　 ）Ｌ Ｅ 有□

地 震 力 ・ 偏 心 率 ・ 剛 性 率

有□

有□

有□ ｔｑ　Ｓ　，Ｆの数値 有□

□ 該当なし 有□ Ｒ （　　　　）

（　　　　）

ｅ Ｘ

Ｙ

の最大値

（　　　　）

（　　　　）

Ｘ

Ｙ

Ｉｓ の最小値Ｉ 　 の 検 討Ｓ

Ｑ 　 の 検 討ｕ

　Ｓ　－Ｆグラフｑ ｔ

有□　 の 検 討ｑ

骨 組 の 崩 壊 メ カ ニ ズ ム 有□

（　　　　）ｑの最小値 Ｘ

（　　　　）Ｙ

４．

５．

６．

７．

８．

９．

１０．

Ｓ（３／４）

１．正 ・ 負 加 力 の Ｃ Ｐ Ｕ 出 力 （成果品に添付）□ 該当なし 有□そ
の
他
の
検
討

【 そ の 他 の 検 討 】５

２．部 材 耐 力 の 検 討 □□柱 筋かい□梁

巾厚比 □有 □有横座屈

有□

□

有□

□

□

□ □塑性解析 増分解析

□ 柱梁接合部

□ パネルゾ－ン

Ｑ 　 の 解 析 法 （ 完 全 溶 込 ）ｕ

鉛直考慮

□ 柱脚

□ 継手

有□仕 口 及 び 接 合 部 耐 力 の 検 討

□ 該当なし 有□

□ 該当なし 有□Ｑ 　 の 解 析 法 （ す み 肉 ）ｕ

有□鉛直考慮

（　　　　　　）

（　　　　　　）

その他

その他

１次設計よりλの計算

３．

４．

５．



節 チェック 備　　考項　　目 ペ－ジ
要約版

そ
の
他
の
検
討

５

変形角（１／　　　　　）

階 の 　 ≦ ２ 　 （ 増 分 解 析 ） □ 該当なし 有□

□ 柱端

□

有□節 点 の Ｆ 指 標

パネルゾ－ン

□各 階 の Ｆ 指 標 最小値有□

□ 柱脚

□ 梁端

日 型 柱 の Ｆ 指 標

□

□ その他

単純重み付

μ部 材 の 　 ≦ ４ （ 増 分 解 析 ） □ 該当なし 有□

□ 該当なし 有□

ゾ － ニ ン グ に よ る 検 討 □ 該当なし 有□

耐 震 評 価

□ 該当なし 有□

□ 該当なし 有□

μ

　の最大値μ （　　　　）

増 分 解 析 の 限 界 変 形 角 □ 該当なし 有□

　の最大値μ （　　　　）

階のＦ値 □１．０

柱 脚 の 固 定 度 □□ □ピ ン 固 定 バ ネ有□

□その他

□ゾ－ニング □ 全 体有□

（　　　　　　　）

（　　　　　　）

屋 根 面 水 平 剛 性 の 検 討

屋 根 ブ レ － ス の 検 討

□（　　）

□ 該当なし 有□ （　　　　）Ｓの最大値ｕＱ 　 算 定 時 の す み 肉 サ イ ズ

９．

１０．

１４．

１５．

１６．

１７．

８．

１３．

７．

６．

１１．

１２．

液 状 化 に つ い て

不 同 沈 下 に つ い て レベル調査□

無有□ □地 盤 調 査

有□地盤Ｔの計算

有□建物Ｔの計算地 震 動 と の 共 振 性 に つ い て

有□

有□

有□補足事項（劣化・その他対策について）

有□

偏 心 率 が ０ ． １ ５ を 超 え る □ 該当なし 有□ （　　　　）

（　　　　）ｅ

診断時Ｒｅ

補強後Ｒ

ｍａｘ

ｍａｘ

□ 該当なし 有□Ｌ 字 型 平 面 有□分離計算

基 礎 浮 上 り の 検 討

基 礎 転 倒 限 界 の 検 討 □ 該当なし 有□

Ｅｘｐ．Ｊの検討 □ 該当なし 有□ 接触時の検討 □

有□

該当なし

有□

１８．

１９．

２２．

２１．

２０．

２６．

２５．

２３．

２４．

Ｓ（４／４）

【 筋 か い 架 構 】 該 当 な し□

Ｆ 指 標 の 検 討

周 辺 骨 組 の 検 討 有□

有□

有□

柱・梁の検討

柱脚の検討

浮上りの検討

補 強 後 の 接 合

有□

有□

□□ 保 有 非保有

２８．

２７．

２９．



別紙-3

　　　（一社）和歌山県建築士事務所協会

　　　　　　　　建築物耐震診断判定委員会

現行単価表

①総合判定料 ②診断のみ ③補強のみ

500㎡未満 240,000 168,000 168,000

500㎡以上～1，000㎡未満 275,000 193,000 193,000

1，000㎡以上～1，500㎡未満 308,000 216,000 216,000

1，500㎡以上～2，000㎡未満 352,000 247,000 247,000

2，000㎡以上～2，500㎡未満 396,000 278,000 278,000

2，500㎡以上～3，000㎡未満 440,000 308,000 308,000

3，000㎡以上～5，000㎡未満 484,000 339,000 339,000

5，000㎡以上～10，000㎡未満 539,000 378,000 378,000

10，000㎡以上～15，000㎡未満 594,000 416,000 416,000

15，000㎡以上～20，000㎡未満 694,000 486,000 486,000

20，000㎡以上～25，000㎡未満 794,000 556,000 556,000

25，000㎡以上～30，000㎡未満 894,000 626,000 626,000

30，000㎡以上 994,000 696,000 696,000
　　　　（消費税別途）

※申込時に①②③の別をお知らせください。

（注）
（１)延べ床面積：判定対象建物の各階床面積（施設台帳に基づく床面積）の合計です。
（2）補強のみとは、本会又は他機関で耐震診断判定をすでに受けているものに限る。

（3）上記手数料は、診断次数を問わない額です。

（4）判定手数料の銀行振込手数料、恐れ入りますが判定依頼者の負担とします。

（5）判定委員会の審査回数が２回以上に亘る場合、判定依頼者に審査未完了

　　の経過報告をいたします。なお、引き続き審査を希望される場合は受託事務所
　　に１回つき150，000円（税別）の判定手数料の負担をお願いすることになります。

（6）判定手数料は、原則として耐震診断判定申込書提出時に納入してください。

　　その後、当該領収書（振込み完了の写し）のコピーを事務局へＦＡＸしてください。

（7）上記以外の場合は、後日請求書を送らせていただきます。

　　下記へ振込又は事務局持参にてお願いします。

ＦＡＸ　073-432-6559　（一社）和歌山県建築士事務所協会あて

【判定料の振込先】

　■　郵便局振込　　口座番号　：　00910-1-29896

　■　銀行振込　　　　銀行名　　：　紀陽銀行本店営業部

　　　　　普通口座　：　1170884

　　　　　口座名義人：　一般社団法人和歌山県建築士事務所協会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　長 　　尾　添　信　行

※　恐れ入りますが、振込手数料は、
     申込者が ご負担くださいますようお願いします。

　耐　 震　 診　 断　 判　 定　 手　 数　 料　 表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成２６年４月１日現在）

面　積　区　分



様式－1 令和　　年　　月　　日

　　一般社団法人　和歌山県建築士事務所協会
耐震診断判定委員会　　　御中

申込者名 印

下記の建築物について耐震診断判定の申し込みをいたします。

　1.耐震診断対象建築物

名称

所在地

構造・規模 造　　　　階　　　延べ ㎡

　2.提出資料
（１）耐震診断報告書（成果品） １部
（２）耐震診断要約版 ７部

（注）調査建築物各棟ごとに作成してください。

　　　準備委員会には１部で結構です。

　3.申込者連絡先

・所属団体・部課名：

・連絡先所在地　　：〒

・電話 ＦＡＸ

・担当者氏名

・構造計算事務所　　　　　　　　　　　担当者

「注記」
1）本申込書は、建物別に提出してください。

2）上記１の名称には、同一敷地内に複数の棟があるときは棟名称も記入してください。

3）本申込書提出時に、判定料を納入してください。

受付　ＮＯ

判定区分 総合判定 診断のみ 補強のみ

※　いずれかを○で囲んで下さい。
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